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概要

　労働諸制度とマクロ経済の安定性について論じた藤田（2004）モデルに，新たに体化された技術

進歩を導入し，その異同を論じている。主な結果は次の二点である。体化された技術進歩は，マク

ロ経済を不安定化させるようにはたらく。また，体化された技術進歩を考慮に入れた場合，利潤主

導型経済の下での産業予備軍効果はマクロ経済を安定化させるとは限らない。

キーワード：制度的調整，体化された技術進歩，成長レジーム

はじめに

　2008年9月に世界を襲ったリーマンショックの日本における影響は，非正規労働者の解雇によ

る雇用調整という形で表れた。このような雇用調整は，米国などではこれまで広く行われていた

ことであるが，戦後日本の歴史の中では必ずしも一般的ではなかった。実際，1973年の第一次

石油危機の際に，日本では主に残業時間の調整，新規採用の抑制などの方法がとられた。

　このように雇用調整の仕方を始めとした労働諸制度は時代や国によって異なるわけだが，それ

ら諸制度とマクロ経済の安定性についての関係を理論的に明らかにし，経済の安定化に資するよ

うな諸制度を整える必要がある。

　以上のような問題意識の下にとりくまれた研究として，労働市場の制度的要因を考慮に入れた

グッドウィン型モデルを構築した藤田（2004）がある。グッドウィンモデルは労働市場の要因に

よって景気循環が生じるとしたものであり，このような問題を考えるために有用である1）。藤田

（2004）で論じられているのは，雇用保障制度，貨幣賃金の労働生産性インデクセーションおよ

＊ 本稿は，2009年11月22，23日に東京大学で開催された第57回経済理論学会における報告を大幅に改めた
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をいただきました。また，中谷武教授（流通科学大学）と山口雅生准教授（大阪経済大学）から草稿にコ

メントをいただきました。以上の方々に感謝いたします。なお，有り得べき誤りの責任が筆者にあること
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1） Goodwin（1967）を参照のこと。また，本稿のようなグッドウィン・カレツキ型モデルについては，

Taylor（2004）を参照のこと。
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び物価インデクセーションといった労働市場の制度的調整と，産業予備軍効果といった労働市場

の市場的調整がマクロ経済の安定性にどのような影響を与えるのかといった問題である。

　そこで得られた結果は，以下の通りである。

　まず，物価インデクセーションが十分大きい場合，経済は不安定になる。物価上昇率の増大が

物価インデクセーションによって貨幣賃金率の増加をもたらし，それが賃金シェア上昇からさら

なる物価上昇率の増大をもたらすからである。物価インデクセーション以外の要因については，

成長レジームの違いによって結果が異なる。

　利潤主導型成長については，以下の通りである。雇用の弾力性，労働生産性インデクセーショ

ンが十分大きい時に，体系は安定化する。これは，利潤シェアの上昇が産出変化率の上昇をもた

らし，それが賃金シェアの低下すなわちさらなる利潤シェアの上昇をもたらすという利潤主導型

成長が内包する不安定性がこの制度によって緩和されるためである。つまり，雇用の弾力性や労

働生産性インデクセーションが十分大きいと，産出量変化率の増加が雇用や賃金の増加によって

相殺され，賃金シェアの低下につながらないのである。また，産業予備軍効果も体系を安定化さ

せるようにはたらく。雇用率の上昇は，産業予備軍効果によって賃金シェアの上昇をもたらすが，

これが産出量変化率の低下から雇用率の低下に結びつくためである。

　次に，賃金主導型成長については，次の通りである。雇用の弾力性が体系全体の安定性に与え

る影響は不明であるが，雇用の非弾力化による労働保蔵効果は体系を安定化させるようにはたら

く。労働生産性インデクセーションについても体系全体への影響は明らかではないが，条件付き

でこの効果が十分大きい時に体系が安定化する。その理由は，利潤主導型の場合と基本的には同

じである。産業予備軍効果の抑制は，体系を安定化させるようにはたらく。それは，雇用率の上

昇が産業予備軍効果によって賃金シェアを大きく増加させると，産出量変化率が増加し，さらに

雇用率が増加するからである。

　以上の労働諸制度と体系の安定性に関する藤田（2004）の結果は，表1のようにまとめること

ができる。

　藤田（2004）の分析は技術進歩率を外生的に一定であると仮定しているが，機械に体化された

技術進歩は資本蓄積と共に生じるものであり，現実には技術進歩率は内生的な側面をもっている。

本稿は，そのような観点を新たに導入し，藤田（2004）との異同を論じる。

　以下，1節でモデルを構築し，2節でその動学体系を検討する。次に，3節で技術進歩とマクロ

表1　労働諸制度と安定性（藤田（2004））

賃金主導 利潤主導

雇用の弾力性 非弾力化 強める

労働生産性インデクセーション 条件付きで強める 強める

物価インデクセーション 十分小 十分小

産業予備軍効果 抑制 強める
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経済の安定性の関係を議論し，最後にまとめを行う。

1　モデルの基本構造

　この節では，藤田（2004）に体化された技術進歩を導入したモデルを構築する。

産出量成長率

　賃金シェアをu，産出資本比率をσとすると，産出量成長率 X̂は次のように表すことができ

る2）。

X̂＝α0＋αu u－ασσ, α0, ασ＞0 （1）

α0は正，αuは利潤主導型成長の時に負，賃金主導型成長の時に正である。また，潜在的産出資

本比率が一定であるとすると，産出資本比率σは稼働率と比例関係にある。ここでは数量調整

が安定であることを仮定しているので，σが増加すると産出量が減少するとしている。

資本蓄積率

　資本蓄積率gを賃金シェアの減少関数，稼働率の増加関数であるとすると，次のような式が得

られる。

g＝γ0－γu u＋γσσ, γ0, γu, γσ＞0 （2）

産出資本比率の変化率

　産出資本比率σを対数微分すると，次式が得られる。

σ̂＝X̂－g （3）

労働生産性上昇率

　技術的な労働生産性aは，資本に体化された技術進歩を反映して，資本蓄積と共に増加すると

仮定する。本稿では，Cassetti（2003）に従い，次式のような形で労働生産性上昇率を定式化する。

â＝τg, τ＞0 （4）

労働需要の変化率

　労働需要 lの変化率は，産出量成長率に対する雇用の弾力性をψとすると，次のように表すこ

とができる。

l̂ ＝ψX̂－â （5）

ここで，0＜ψ 1であり，ψの値が大きければ大きいほど，労働需要が産出量の変化に対して

弾力的に変化することを意味している。また，技術進歩率 âが大きいと，労働需要成長率 l̂ は減

2） 藤田（2005）で述べられているように，（1）式は財市場を考慮することで導き出すことができる。
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少する。（5）式が示しているのは，労働需要が，雇用の弾力性という制度的要因と，体化された

技術進歩という技術的要因によって影響されるということである。

労働供給量の成長率

　労働供給量Lは，成長率nで増加すると仮定する。よって，次式が得られる。

L̂＝n （6）

貨幣賃金率の成長率

　貨幣賃金成長率Ŵは，労働生産性インデクセーション，産業予備軍効果，物価インデクセーショ

ンの3つの要因によって変化すると仮定する。したがって，次式が得られる。

Ŵ＝δa（X̂－l̂ ）＋δν（ν－ν
━

）＋ηP̂, δa, δν, η＞0 （7）

　νは雇用率，ν
━

は自然失業率に対応する雇用率，Pは物価水準である。また，δaは労働生産性

インデクセーションの度合いを，δνは産業予備軍効果の度合いを，ηは物価インデクセーショ

ンの度合いを示す外生変数である。なお，0＜δa 1である。

物価上昇率

　企業は，マークアップを通じて価格設定を行うとする。マークアップ率をθ（＞1）とすると，

次式が得られる。

P̂＝βP （θu－1） （8）

賃金シェアの変化率

　賃金シェアu（＝
Wl
PX ）を対数微分すると，次式が得られる。

û＝Ŵ＋l̂ －P̂－X̂ （9）

雇用率の変化率

　雇用率ν（＝
l
L ）を対数微分すると，次式が得られる。

ν̂＝l̂ －L̂ 
 

（10）

2　動学体系

　この節では，モデルを集約し，均衡値の周辺での安定性の条件を明らかにする。

モデルの集約

　（1）（2）式を（3）式に代入すると，次式が得られる。

σ̂＝（α0－γ0）＋（αu＋γu）u－（ασ＋γσ）σ （11）
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（1）（2）（4）（5）（7）（8）式を（9）式に代入すると，次式が得られる。

û＝－（1－δa）（1－ψ）（α0＋αuu－ασσ）－（1－η）βp（θu－1）＋δν（ν－ν
━

）

－（1－δa）τ（γ0－γuu＋γσσ） （12）

（1）（2）（4）～（6）式を（10）式に代入すると，次式が得られる。

ν̂＝ψ（α0＋αuu－ασσ）－τ（γ0－γuu＋γσσ）－n （13）

以上のモデルは，内生変数がσ，u，νの3つ，方程式が（11）～（13）の3つの体系に集約できる。

均衡値の一意性

　（11）（13）式より，均衡値σ＊，u＊が得られる。

σ＊＝
α0γu＋αuγ0

ασγu－αuγσ

－
（αu＋γu）n

（ψ－τ）（ασγu－αuγσ）
 （14）

u＊＝
α0γu＋ασγ0

ασγu－αuγσ

－
（ασ＋γσ）n

（ψ－τ）（ασγu－αuγσ）
 （15）

次に，（14）（15）式と（13）式より，均衡値ν＊が得られる。

ν＊＝
（1－δa）n
δv（ψ－τ）

（1－ψ＋τ）＋
（1－η）βp

δv
［θ｛

α0γσ＋ασγ0

ασγu－αuγσ

－
（ασ＋γσ）n

（ψ－τ）（ασγu－αuγσ）｝－1＋］＋v－ （16）

よって，均衡値σ＊，u＊，v＊の一意性を確認することができた。

均衡値の有意性

　資本蓄積率が正であるためには，ψ＞τの条件が必要である。また，αuが正であろうと負であ

ろうとσ＊＞0とu＊＞0が成り立つための現実的な条件は，ασγu－αuγσ＞0，α0γu＋αuγ0＞0であ

る3）。v＊についても，ψ，n，βpが極端に大きな値をとらない場合，v＊はv━から大きく乖離しない

ので，有意な値をとると考えられる。

安定性

　ヤコビ行列 J＊を用いて安定性の条件を明らかにする。均衡値が局所的に安定であるためには，

以下の z1， z2， z3について，z1，z2，z3，z1 z2－z3＞0が成り立たなければならない。

3） 実証的にαuは非常に小さい（Bowles-Boyer (1995), Uemura (2000)）。それは，uの増加が投資を減少さ

せる一方で消費を増加させるため，両方の効果が相殺し合うためであると考えられる。αuが十分小さい

とασγu－αuγσ＞0，α0γu＋αuγ0＞0が成立し，（14）（15）式の右辺第一項は正となる。また，人口成長

率nも先進国において現実にはあまり大きくないので，この条件のもとでσ＊＞0，u＊＞0が成立すると

考えられる。以上は，藤田真哉准教授（名古屋大学）による指摘である。
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z1＝－trace J＊＝（ασ＋γσ）σ
＊＋［（1－δa）（1－ψ）αu＋（1－η）βpθ－（1－δa）τγu ］u＊ （17）

z2＝（ασ＋γσ）（1－η）βpθσ＊u＊－（1－δa）（ασγu－αuγσ）σ
＊u＊（1－ψ＋τ）

－δνu＊（ψαu＋τγu）ν
＊ （18）

z3＝－det J＊＝σ＊δνu＊μ＊（ψ－τ）（ασγu－αuγσ）＞0 （19）

3　技術進歩とマクロ経済の安定性

　この節では，体化された技術進歩がマクロ経済の安定性にどのような影響を与えるかという点

と，藤田（2004）との結果の異同について論じる。

体化された技術進歩と安定性

　（17）～（19）式を見れば分かるように，τの増加は，z1，z2，z3を負の方向へ動かす。したがっ

て，体化された技術進歩は体系を不安定化させるように作用する。それは，次のようなメカニズ

ムによる。労働分配率が上昇すると資本蓄積率が減少し，技術進歩率を減少させる。これが雇用

成長率の増大につながり，さらに労働分配率を押し上げるためである。以上の結果は，次の命題

にまとめることができる。

体化された技術進歩は，マクロ経済を不安定化させるようにはたらく。

利潤主導型経済における産業予備軍効果

　藤田（2004）と異なる結果は，以下の点である。

　藤田（2004）では，産業予備軍効果が利潤主導型経済の下でマクロ経済の安定化に資するとさ

れている。雇用率が増加した際，産業予備軍効果によって賃金シェアが増大するが，それによっ

て産出成長率が下落し，雇用率の減少を引き起こすためである（（18）式右辺第3項のψαu ）。し

かし，本稿のような内生化された技術進歩率を考慮に入れると，賃金シェアの増加が資本蓄積率

を下落させ，そのことによる技術進歩率の低下が雇用率を増加させるという不安定化への経路も

存在する（（18）式右辺第3項のτγu）。この点が大きな違いである。以上の結果を，次の命題に

まとめることができる。

体化された技術進歩を考慮に入れた場合，利潤主導型経済の下での産業予備軍効果はマクロ

経済を安定化させるとは限らない。

命題1

命題2
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まとめ

　本稿で得られた結果は，労働者側のとるべき戦略についてどのようなことを示唆しているだろ

うか。藤田（2004）においても本稿においても，賃金主導型成長の下では，雇用の非弾力化と産

業予備軍効果の抑制が体系を安定化させる。産業予備軍効果抑制の一つの方法として，労働者側

が生産決定に参加できるドイツの労働委員会の事例4）などがあることを合わせて考えると，概ね

賃金主導型成長の下で労働者に有利な制度設計ができそうである。したがって，労働者にとって

は，累進課税制度を強めて賃金主導型成長へ近づけていくという目標を追求することが有効であ

る5）。しかし現実には，グローバリゼーションの進展から先進各国において逆累進課税が進んで

おり，累進課税を強めるためには時間がかかると考えられる。これまでの分析結果からは，利潤

主導の下で経済を安定化させつつ労働者に有利な制度設計をする余地が少ないということが明ら

かになっている。そのような点で言うと，利潤主導型経済の下でも産業予備軍効果を緩和させる

ような方策が経済を安定化させる可能性があることを本稿が示したことは意義深い。利潤主導型

経済の下であっても，労働委員会などの労働者の決定への参加という方策が有効である可能性が

示されたからである。

　なお，本稿は金融制度を考慮しておらず，マクロ経済の大域的な動きも論じていない。また，

実証的な分析も必要である。これらについては，今後の課題としたい。
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